
図１ ACC車両との連携によるサービスイメージ

図２ ACC車両の混入率別渋滞損失時間試算結果
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１．はじめに

国内の都市間高速道路における渋滞の約6割は

サグ・上り坂部で発生している。高度道路交通シ

ステム(ITS)研究室では、路車間通信技術を活用し、

サグ・上り坂部における渋滞解消に寄与する新た

なサービスの開発を目指して一連の研究に取り組

んでいる1)。サグ・上り坂部における渋滞は、勾

配変化による速度低下や渋滞発生後の漫然運転な

どが要因となっている。車速や車間を制御できる

ACC車両(アダプティブ・クルーズ・コントロール

機能を搭載した車両)の特性を活かせば、これらを

抑制・防止することが可能となるため、渋滞削減

効果が期待される。そこでACC車両の混入による渋

滞削減効果を明らかにするため、ミクロ交通シミ

ュレータを構築した。本稿では、シミュレータを

用いた渋滞緩和の試算結果を報告する。

２．道路インフラとACC車両の連携による渋滞対策

ACC車両の混入による渋滞緩和効果の推計にお

いて対象とした、路車間通信技術を活用したサー

ビスのイメージを図１に示す。路側に設置した情

報提供用アンテナから提供される情報(適切な走

行速度や車間距離など)に基づいて、車両はACC機

能を作動させ、設定した速度や車間に走行を制御

する。

３．ACC車両による渋滞緩和効果試算

ACC車両の混入による渋滞緩和効果を把握する

ため、既往の研究等2)により明らかとなっている

サグ・上り坂部に特有の車両挙動を再現出来るミ

クロ交通シミュレータを構築し、渋滞緩和効果の

試算を行った。図２はACC車両の混入率に応じた渋

滞損失時間と現況(ACC車両混入率0%)に対する削

減率を示したものである。試算の結果、ACC車両の

混入率が高くなれば、渋滞削減効果も向上するこ

とが明らかとなった。

４．まとめ

本稿では、ACC車両の混入率に応じて渋滞の緩和

効果が高まることを、ミクロ交通シミュレーショ

ンの試算結果から示した。今後はシミュレーショ

ンを異なる条件で実施し推計の精緻化を進めると

ともに、フィージビリティスタディを通してサー

ビスの実現に向けた研究を進めていく予定である。
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１．新築住宅の省エネルギー性能の評価 

2009年4月より新築の戸建て住宅を対象に、省

エネルギー性能を評価する新たな基準（住宅事

業建築主の判断の基準）が施行された。この基

準の中では、太陽熱利用やヒートポンプ技術の

発達など多様化する省エネルギー手法を総合的

に評価するために、従来の躯体性能の評価に代

えて一次エネルギー消費量という物差しで省エ

ネルギー性能を評価している。一次エネルギー

消費量は右図の式で計算されるため、躯体の性

能を正しく評価することに加え、給湯機や換気

システムなどの住宅設備（機器）の効率を適切

に計算することが、この評価の要となっている。 

２．住宅設備（機器）の効率の評価 

例えば、車の燃費がその走り方に大きく影響

を受けるのと同様に、住宅の設備の効率も気候

などの周りの環境や居住者の使い方に大きく影

響を受ける。そこで、国総研では、実際に使用

される状況に限りなく近い状態で効率がどのよ

うに変動するかを解明し、様々な周囲環境や使

われ方でも評価ができるような枠組みを作成し

てきた。一連の研究は、2001年から総合プロジ

ェクト1)において開始され、その後の研究成果2)

も踏まえて、研究成果は住宅事業建築主の判断

の基準の中の省エネルギー性能の計算方法に反

映されることとなった。これらの住宅設備（機

器）を評価する枠組み作りは終了し、現在では、

集合住宅など異なる建て方や、未利用エネルギ

ーなどの新技術も評価できるなど、評価方法を

より精緻化するための研究が続けられている。 

 

３．既存住宅の省エネルギー改修の評価 

近年、既存の住宅ストックの有効活用が求め

られる中、新築の省エネルギー性能に加えて、

既存住宅の省エネルギー性能を向上させること

も重要となってきた。こういった状況を踏まえ、

国総研では現在、省エネルギー改修の効果を評

価するための評価方法に関する研究3)を行って

いる。改修前後の省エネルギー性能の変化を評

価可能とするため、①窓改修など改修工事固有

の工法の評価、②リビングのみの改修など部分

的な改修の評価、③改修前あるいは改修しない

部分の仕様の把握が困難な部位の評価など、課

題の究明に取り組んでおり、今後改修工事の省

エネルギー効果を評価する基準作りに反映する

予定である。 
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図 一次エネルギー消費量の計算の考え方 


